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１．法人の概要 
	 名	 称	 	 学校法人	 見真学園（昭和５５年９月１９日法人設立） 
	 代表者	 	 理事長	 平林	 正見	 	 	 	  
	 住	 所	 	 大阪市淀川区新北野３丁目１０番４号	 	  
	 電	 話	 	 ０６－６３０１－６２８８ 
	 ＦＡＸ	 	 ０６－６８８６－３２２８ 
	 設置する学校	  
	 	 	 	 住	 所	 大阪市淀川区新北野３丁目１０番４号	  
	 	 	 	 名	 称	 ひかり幼稚園 
	 役	 員 
	 	 	 	 理	 事	 ６名 
	 	 	 	 監	 事	 ２名 
	 評議員	 	 	 １３名 
	 理事会	 	 	 	 ２回開催 
	 評議員会	 	 	 ２回開催 
	 職	 員	 	 	 ２８名 
２．事業概要 
	 （	 ひかり幼稚園	 ） 
	 ≪教育方針≫ 
	 	 	 思いやり、いたわりの心を持った子どもを育てたい 
	 ≪教育内容≫ 
	 	 	 花と緑の環境の中で遊びを通してすばらしい能力を育てるように努力していま

す。 

	 	

クラス数 園児数 クラス数 園児数 クラス数 園児数

定　員 3 105 3 105 3 105 9 315

27年度 3 100 3 100 3 82 9 282

28年度 3 93 3 103 3 97 9 293

29年度 3 84 3 98 3 104 9 286

クラス数計 園児数計
３歳児 ４歳児 ５歳児

 
	 ≪保育時間≫ 
	 	 月～金曜日	 午前９時３０分～午後２時 
	 ≪納付金≫ 
	 	 保育料	 	 	 年額３１９，２００円（１２分割均等納付） 
	 	 バス維持費	 月額	 	 ３，０００円 
	 ≪入園時の費用≫ 
	 	 入園料	 	 	 ５０，０００円 
	 ≪預り保育内容及び費用≫ 
	 	 月～金曜日	 午後２時～午後６時 
	 	 夏休み中２０日間午前９時～午後４時 



	 ≪行事実施状況≫ 
	 	 	 春の親子遠足、土曜参観日、園外保育、花祭り、七夕の集い、秋の運動会、報恩

講、成道会、涅槃会、おもちつき、生活発表会 
	 ≪施設関係≫ 

園地面積	 ２，２５６㎡	 	 運動場面積	 ９０７㎡ 
	 	 	 園舎面積	 １，６５２．５㎡ 
	 	 	 遊具 Seed 設置。ゴムチップコーテイング、を実施。職員室・会議室のエアコン
の更新設置。 

≪設備関係≫ 
	 	 アルミベンチ、電子ピアノ等を取得。スクールバス保守・点検。 
≪事業報告≫ 

平成２８年度の事業は、前年度より園児が１１名増加し、保護者の協力を得て

役職員の真摯な努力により、着実に運営することができた。 
平成２７年度４月より子ども子育て支援新制度がスタートしたが、新制度移行

が進み、大阪府発表によると平成２９年度は２７１園が私学助成となる。当園は、

私学助成を継続している。 
さて、幼児教育無償化の一環から、就園奨励費（上限３０８，０００円）の拡

充が進み、第２子半額、第３子全額が普及しているが、特に大阪市は、平成２８

年度より５歳児、平成２９年度より４・５歳児の保護者を対象に収入にかかわら

ず、就園奨励費の上限（３０８，０００円）まで支給することとした。１２ヵ月

均等納付の場合、１ヵ月２５，７００円となる。 
新制度への移行の場合、給食費、上乗せ徴収費を保護者負担以外に徴収するこ

とになるので、私学助成と支払額に差が発生する場合があるので、慎重に対応し

ていくこととする。 
また、保育士不足の解決策の一環から、本年１０月より育児休業期間が最大２

年間に拡充される等から、０歳児１歳児の保育所受入を抑制し、２歳児の受け入

れに誘導されることになる。小規模保育施設（定員１９名）の普及が広まってい

るが、３歳児からの連携施設が必要であるので、開園時間等受入体制を整え、連

携施設として整備することが求められている。当園としては、新制度への移行は

せず２歳児の受け入れを積極的に実施し、私学助成を継続していきたい。 
一方、採用難が常態化しているが、教諭免許、保育士資格に拘らず、預り保育

及び特別支援児への対応をパート・契約職員を積極的に採用し、教諭が本来業務

に専念できるよう働き方を見直すこととすると共に、教育実習の積極的な受け入

れ、養成校と提携する等採用方法の見直を進める。 
自己評価については、確実に実施し公表している。また、その自己評価の内容

を、学校関係者評価委員会で検討し内容を別紙のとおりまとめた。内容を精査・

検討し新年度の評価項目を策定することとした。 
財務面では、事業活動収支計算書より、教育活動収入計が１７６，９６２千円、

教育活動支出計１６４，４１７千円、教育活動収支差額１２，５４４千円のプラ



スと前年度と同様と、本業は良好な経営状況を継続することができた。 
また、人件費比率（人件費／教育活動収入計＋教育活動外収入計）は、５７．

０４％となり、前年度より上昇した。翌年度繰越支払資金は、当年度の保持すべ

き資金（第４号基本金）の額を相当上回る額の支払資金を保持できているので、

資金繰りは問題ない。 
新年度、園児数は前年度より７名減少するが、安定した経営状況を維持するこ

とができる。 
また、当年度の卒園児は１０４名であるので、同数以上の園児確保を目指す。 

３．財務状況 
	 	 別紙 


